
1 

 

財 第  ４９４ 号  

令和５年９月２２日  

 

 各 部 局  長  

 教 育 次  長  様 

 消  防  長  

副 市  長  

 

令和６年度予算編成方針について（依命通達）  

 

１ 国の動向と地方財政の課題  

国は，令和６年度予算の概算要求に当たって，「経済財政運営と改革の基

本方針 2023」，「経済財政運営と改革の基本方針 2022」及び「経済財政運営

と改革の基本方針 2021」に基づき，経済・財政一体改革を着実に推進すると

ともに，歳出全般にわたり，施策の優先順位を洗い直し，無駄を徹底して排

除しつつ，予算の中身を大胆に重点化するとしている。  

また，「令和６年度の地方財政の課題」において，地方団体が，ＤＸ・Ｇ

Ｘの推進，こども・子育て政策の強化，地方への人の流れの強化等による個

性をいかした地域づくりの推進，防災・減災，国土強靭化を始めとする安全・

安心なくらしの実現，人への投資など，活力ある多様な地域社会の実現等に

取り組むことができるよう，安定的な財政基盤を確保することが示されてい

る。  

さらに，マイナンバーカードの利活用拡大等による住民サービス向上のた

めの取組推進や自治体情報システムの標準化・共通化，地域課題の解決に資

するデジタル実装の全国展開などによる地域ＤＸの推進とともに，公共施設

等の適正配置や老朽化対策等の推進，財政状況の「見える化」など財政マネ

ジメントの強化が地方団体における課題とされている。  

 

２ 市財政の現状と課題  

上記のような方向性が示される中，本市においても国・県と基調を合わせ

た財政運営に努め，緑が丘西地区の開発の進展等に伴う市税の堅調な伸びを

背景に財政力指数は高い数値で推移してきたものの，経常収支比率の高止ま
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りによる財政の硬直化が続いてきた。  

令和３年３月に改訂した「八千代市財政運営の基本的計画」では，健全な

財政運営の推進に向け，４つの財政指標で令和 10 年度目標値の達成に取り

組むこととしており，令和４年度普通会計決算における各指標値を前年度と

比較すると，公債費負担比率は 0.7 ポイント減の 12.3％，市債残高は約 26

億円減の約 423 億５千万円となり，地方債に関わる指標はいずれも改善が見

られた。財政調整基金残高は，新型コロナウイルス感染症や物価高騰への対

応等により約８億９千万円減の約 32 億円となり，標準財政規模の約 8.8％

と潤沢とはいえないが一定の確保がなされたところである。一方，経常収支

比率は，原油価格・物価高騰を背景とした経常的経費の上昇等により 2.8 ポ

イント増の 95.0％となり，依然として財政硬直化の解消は財政健全化に向

けた重要な課題となっている。  

また，一般会計の将来推計として，本年３月に公表した最新の「中長期財

政収支見通し」では，市税収入は引き続き堅調に推移するが，扶助費・物件

費の高まりや投資的経費の増加により，令和６年度以降の当初予算において

毎年度収支不足が見込まれている。  

今後，公共施設の改修・更新も控える中，少子高齢化対策，防災・減災へ

の対応，ＤＸの推進といった諸課題への財源を生み出すためには，職員一人

ひとりが危機感をもって，財政健全化に取り組む必要がある。  

 

３ 予算編成の基本的方針  

令和６年度当初予算編成に当たっては，市税収入の大幅な増収は見込めな

い一方，社会保障関係経費や公共施設等の改修・更新など避けることのでき

ない財政需要の増加が見込まれ，また，現下の原油価格・物価高騰の影響に

ついても長期化が懸念されることから，さらなる経常的経費の縮減を講じな

い限り，経常収支比率の上昇は避けられず，投資的経費や新規事業に取り組

む財源を確保することが困難な状況となっている。そして，前述のとおり，

令和６年度以降は毎年度歳出超過が見込まれており，厳しい財政状況が続く

見通しとなっている。  

こうした状況を踏まえ，将来を見据えた持続可能な財政運営を進めながら，

総合計画に掲げる将来都市像の実現に向けた施策を推進するため，限られた

財源を効率的・効果的に配分し，「最少の経費で最大の効果」を挙げるべく，
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全ての事業について緊急性や必要性，費用対効果を充分に検証した上で見直

しに取り組むこととし，以下の基本的方針に基づき予算編成を行うこととす

る。  

 

【基本的方針】  

①市民の安心・安全への対応  

・ 災害に備えた防災・減災への対策，待機児童対策を主とした子育て支援

策，長期的視点に立ち安全性や機能を確保する公共施設の老朽化対策な

ど，市民の安心・安全に関する行政課題に対応するための経費について，

優先度を考慮し，適切に予算要求すること。公共施設の老朽化対策に当

たっては，「公共施設等総合管理計画」及び「公共施設等個別施設計画」

の趣旨に則り，公共施設の再配置，統廃合を含めた全体最適化を図るこ

と。  

 

②財政健全化への対応  

・ 経常的経費については，経常経費充当一般財源（歳出）を，経常一般財

源等（歳入）以下とし，歳入に見合った歳出とする原則のもと予算編成

を行う必要がある。行政サービスのあり方を再検討し，義務的経費を含

め，対象事業の重点化・効率化を図るため，事業の統廃合も視野に入れ

た大胆な見直しを積極的に図ること。見直しに当たっては，「行財政改革

推進ビジョン」及び行財政改革推進委員会からの「財政健全化に向けた

取組についての提言書」を踏まえて対応すること。  

・ 新規・拡充事業の要求に当たっては，既存事業のスクラップ・アンド・

ビルドを原則とすること。  

・ 財源確保のため，国などの予算編成の動向に注目し，補助制度を積極的

に活用すること。また，自主財源についても，市税等の徴収率向上や新

たな歳入の確保に努めること。  

・ 市単独で実施している補助金及び扶助費について，必要性等を厳格に検

証し，事業内容の見直し，整理統合，廃止の検討をすること。  

 

③総合計画等の着実な推進  

・ 令和６年度を最終年度とする第５次総合計画前期基本計画や，所管部局
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で策定した各種計画に掲げた施策を，効果的かつ着実に推進すること。

推進に当たっては，その実施時期や内容，優先度，市民ニーズ等を検証

し，財政状況等を勘案した上で，事業の見直し等も検討することとし，

実施中の事業であっても経費の節減に努めた予算要求とすること。  

・ ＤＸを推進し，市民の利便性向上と業務効率化を図ること。 

・ 2050 年までに温室効果ガスの排出実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシテ

ィ宣言」を踏まえ，持続可能な脱炭素社会の実現に向け，再生可能エネ

ルギー等の導入や省エネルギーの推進等に取り組むこと。  

 

④原油価格・物価高騰への対応  

・ 原油価格・物価高騰への対応については，国の動向等を的確に把握した

上で，適切に要求すること。経費の増額を伴う要求に当たっては，使用

料・手数料等の見直しにより，受益者負担の適正化や経費の増額に見合

う歳入の確保に努め，困難な場合にあっては既存事業の廃止を検討する

こと。  

 

⑤効率的な執行体制の確立と職員の能力・資質の向上  

・ 社会情勢の変化や多様化する市民ニーズ等，新たな行政課題に迅速かつ

柔軟に対応するため，組織体制の見直しや適正な定員管理に努め，簡素

で効率的な執行体制を確立すること。  

・ 限られた人的資源で質の高い行政サービスを提供するため，働き方改革

を推進すること。  

・ 組織の総合力を高めるため，柔軟な発想や広い視野，豊富な知識を有す

る職員となるべく，研修を活用するなど一人ひとりの能力・資質の向上

を図ること。  

 

 

 ※ その他，予算編成上の詳細については，予算編成要領を参照すること。 


